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尖閣諸島沖における中国漁船衝突事件に関する意見書

　9月7日、尖閣諸島沖の日本領海内で中国漁船衝突事件が発生し、那覇地方検察庁は

同月24目、公務執行妨害容疑で逮捕されていた中国人船長を処分保留のまま釈放した。

　「尖閣諸島は目本固有の領土で領有権の問題は存在しない」との目本政府の見解は、

歴史的にも国際法的にも明確な根拠に基づいている。過去の経緯を見ても中国や台湾が

領有権について独自の主張を行うようになったのは、国連の海洋調査によって尖閣諸島

近海に天然の地下資源の存在が判明した1970（昭和45）年以降であり、それ以前

はどの国も異議を唱えたことはなかった。

　しかし、今回の事件で中国人船長が逮捕されると、中国政府は、閣僚級以上の交流停

止や国連総会での目中首脳会談の見送り、そして日本人4人の身柄を拘束するなどの対

抗措置を講じたとの報道がなされた。さらに中国人観光客の訪日中止など日本国内の各

種産業にも影響が生じ始めている。

　目本政府においては、国民の生命と財産を守る上からも、外交による平和的解決に努

めるべきである。

　しかし、中国人船長を釈放したことは、「中国の圧力に屈した」との印象を与え、甚だ

残念である。今後同様の事件については、国内法に基づいて厳正に対処していく姿勢が

必要である。

　よって、杉並区議会は、次の事項について、特段の措置を講ずるよう強く要請する。

1　「尖閣諸島は日本固有の領土である」との態度を明確に中国及び諸外国に示すこと。

2尖閣諸島の海洋警備体制を充実・強化し、領海における同様の侵犯行為に対しては、

国内法に基づき厳正に対処すること。

3中国政府に対して厳重に抗議するとともに、日本政府が被った損害の賠償を請求す

　ること。

以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。
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